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１．はじめに

国土交通省では、道路の防災能力の向上、安全で

快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振

興等の観点から無電柱化に取り組んできている。し

かし、欧米の主要都市では無電柱化が概成している

のに対し、日本の無電柱化率は低く、後れをとって

いる。2016年12月には「無電柱化の推進に関する法

律」が公布・施行され、無電柱化を更に推進するこ

ととなっている。これまで日本で実施されている電

線共同溝による手法では、整備費用が高く、無電柱

化を推進するための主な課題の一つが高コストであ

り、一層の低コスト化が求められている。

２．低コスト手法導入への取り組み

2016年に、埋設深さの基準や電力線と通信線の離

隔距離に関する基準が緩和され、電線共同溝方式よ

り低コストとなる「浅層埋設方式」や「小型ボック

ス活用埋設方式」等の低コスト手法の導入が可能と

なった。国総研では低コスト手法の導入向けた技術

的課題の整理・検討を行っている。

３．仮想設計によるケーススタディ

低コスト手法の活用に向けて、2017年度から道路

局に設けられた道デザイン研究会無電柱化推進部会

において、電力事業者、通信事業者、行政（地整、

国総研）、NPO及びコンサルタントの関係機関連携の

もと、仮想設計によるケーススタディが行われ、国

総研では、検討結果をとりまとめた。

検討にあたっては、ケース①従来方式の場合、ケ

ース②既存の低コスト手法を適用した場合、ケース

③実証段階の手法を適用した場合の３ケースにつ
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いて概算工事費を算定し比較した。以下、郊外景勝

地（図-1）での検討結果について説明する。郊外景

勝地では、電力・通信の需要変化が少なく埋設後に

掘り返し等の可能性が低い場合には、通信・電力（低

圧）ケーブルを直接埋設することにより低コスト化

を図れる可能性がある。検討の概略は表-1のとおり

である。ケース②、③において、ケース①に比べコ

ストが約１～２割削減される結果となった。特に、

管路部における材料費のコスト縮減の効果が大きい。

よって、郊外景勝地においては、断面を集約する管

材の使用、直接埋設方式が低コスト化に有効である

ことが示唆された。

表-1 郊外景勝地における検討の概略

ケース① ケース② ケース③

主
な
施
設

[通信]
・ＦＡ管（従来管）

[電力]
・１管１条

[電力設備]
・地上機(３基)

[通信]
・1管セパレート管
（既存の低コスト手法）

[電力]
・１管１条

[電力設備]
・地上機(３基)

[通信、電力（低圧）]
・直接埋設（実証実験中）

[電力（高圧）]
・１管１条

[電力設備]
・地上機(３基)

概
算

工
事
費

約2.0億円
/km （1.0）

約1.9億円/km
（0.9）

約1.6億円/km（0.8）

４．今後の予定

今後も低コスト化に資する技術の確立のための取

り組みを行い、検討内容は「道路の無電柱化低コス

ト手法導入の手引き（案）Ver.2」に反映予定である。

☞詳細情報はこちら

1) 国土交通省 無電柱化の推進
http://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/
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１．はじめに 

 全国各地の道路事業では、動物、植物、生態系を

はじめとした環境保全のための取り組みがこれまで

に数多く実施されてきたが、限られた予算の中で道

路事業者のみでは継続的な維持管理や保全を行うこ

とが難しくなりつつある。そのため、自然環境保全

を行うためには道路事業者のみで希少種保全や生態

系保全を進めるのではなく、地域と一体となって課

題解決に取り組むことが必要になっている。 

このような自分たちの住む地域の環境を保全・維

持したいと考える住民と道路事業者が連携して沿道

の質の維持・向上を図るため、これまでの事例を整

理しノウハウを共有できるようにする必要がある。 

２．地域・住民との協働に関する事例収集 

 写真１に示すような動植物の生息環境保全をはじ

めとした取り組みを継続的に行っていくには、地

域・住民との連携が有効であると考えられる。具体

的には、道路協力団体制度やボランティア・サポー

ト・プログラム等の活用がある。そこで、上記2制度

による26団体と、自然環境の保全を活動内容に含ん

でいる河川協力団体制度30団体を対象として、地

域・住民との協働に関する事例を収集し、うち10事

例について事業者や住民団体へのヒアリングを行っ

た。 

３．地域・住民との持続的な協働に必要な要素 

 事例調査及びヒアリング調査結果を踏まえて、地

域・住民との協働を活用した、持続可能な自然環境

の保全を実現するために重要な要素を整理した。そ

の結果、地域・住民との協働のためには、「①活動

のモチベーション」、「②活動の中心主体」、「③

活動資源」という要素が重要であることが明らかに

なった（図１）。 

 また、これらの調査結果から、協働体制を構築す

るためのポイントや、地域・住民との協働による自

然環境保全の進め方を道路事業者等が参考にできる

よう、手引きとしてとりまとめているところである。 

４．まとめ 

 「道路事業における地域・住民との協働による自

然環境保全の手引き（仮称）」を作成中であり、今

後公表予定である。 

写真１ IC内に設けたビオトープの維持管理を地元
の高校と協働で実施している事例（岐阜県高山市） 

図１ 持続的な協働体制を構築する重要な要素 
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研究動向・成果

地域・住民との協働による 
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